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１. 分配側QNAの試算概要

１．年次推計における扱い
〇年次推計においては分配面の計数は生産側推計をもとに推計される。

○年次推計期間については四半期原系列を公表済み

２．分配側四半期速報推計の考え方
○各項目について年次推計の四半期値を出発点に延長推計

・既にQEで推計されている系列を活用（例：雇用者報酬）
・利用可能な四半期補助系列を用いて延長推計 （例：営業余剰・混合所得）
・利用可能な年次補助系列を用いて延長推計 （例：生輸税のうち地方税）
・その他、四半期別の情報が乏しい項目等については、トレンド推計（前期または前年同期と同値とする場合を含む）等の手法で推計
（例：固定資本減耗、補助金）

国内総生産（分配側）＝雇用者報酬（国内概念）＋営業余剰・混合所得（純）＋固定資本減耗
＋生産・輸入品に課される税―補助金
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２． 分配QNAの推計精度の分析（四半期・年度）

（備考）・2012年度～2015年度については、「2016年度年次推計」と「2018年1-3月期時点の補助系列」を用いて、「雇用者報酬」以外の項目について、過去に遡って速報
値を試算し、2016年度年次推計との改定状況を分析。
例：2014年度試算値は、「2016年度年次推計」の2013年度計数を起点として、「2018年1-3月期時点の補助系列」を用いて算出。

・2016年度～2017年度は、23年基準で各四半期時点の速報推計を行い、 2016年度年次推計及び再推計前の2017年度年次推計と比較。このため、「雇用者報
酬」の改定も含まれる。 2017年度試算値の雇用者報酬については、2018年7-9月期1次QEの値を用いている。2017年度年次推計の「雇用者報酬」は「毎月勤労
統計」の再集計前の値を使用。

・データは名目・原系列の値。

-4.0

-3.0

-2.0

-1.0

0.0

1.0

2.0

3.0

4.0

-4,000

-3,000

-2,000

-1,000

0

1,000

2,000

3,000

4,000

2Ｑ 3Ｑ 4Ｑ 1Ｑ 2Ｑ 3Ｑ 4Ｑ 1Ｑ 2Ｑ 3Ｑ 4Ｑ 1Ｑ 2Ｑ 3Ｑ 4Ｑ 1Ｑ 2Ｑ 3Ｑ 4Ｑ 1Ｑ 2Ｑ 3Ｑ 4Ｑ 1Ｑ

2012年度 2013年度 2014年度 2015年度 2016年度 2017年度

（％）（10億円） 分配側GDP（GDP－不突合）の改定率及びその内訳項目の改定幅（四半期）
雇用者報酬 営業余剰・混合所得

固定資本減耗 生産・輸入品に課される税（控除）補助金

（GDP－不突合）改定率（右目盛）

-1.5

-1.0

-0.5

0.0

0.5

1.0

1.5

-6,000

-4,000

-2,000

0

2,000

4,000

6,000

2012年度 2013年度 2014年度 2015年度 2016年度 2017年度

（％）（10億円） 分配側GDP（GDP－不突合）の改定率及びその内訳項目の改定幅（年度）
雇用者報酬 営業余剰・混合所得

固定資本減耗 生産・輸入品に課される税（控除）補助金

（GDP－不突合）改定率（右目盛）



2

３．年次推計と四半期速報推計の違い

（備考）括弧内の比率は、2017年度年次推計における分配側GDPに占める各項目の割合。

表章分類 細目 速報推計に利用する基礎統計・推計方法 年次推計に利用する基礎統計・推計方法

民間非金融法人
(16.3%)

『法人企業統計（四半期）』を用いて、SNAの営業余剰概念に調整した系列を用い
て、直近年次推計値から前年比延長

付加法により推計された営業余剰・混合所得をコントロール・トータルと
し、別途決算書等から推計可能な制度部門別の営業余剰等を控除した残
差を「民間非金融法人」ならびに「個人その他企業」で分割。

公的非金融法人
(0.2%)

直近年次推計の前年同期値 各決算書を用いて推計

民間金融
(1.8%)

付加価値法によって経済活動別に推計された金融機関合計から「公的金
融機関」の営業余剰を控除

公的金融
(0.3%)

各決算書を用いて推計

家計（持ち家）
(4.9%)

持ち家帰属家賃のQE推計値を補助系列として、直近年次推計値から前期比延長
産業別国内総生産推計から求められる「住宅賃貸業」のうち、持ち家分に
ついて付加法より推計

農林水産
(0.2%)

直近年次推計の前年同期値
各種基礎資料を用いて推計した混合所得額から在庫品評価調整、FISIM
調整して算出

個人その他
(1.6%)

「産業別自営業主数」（労働力統計）を用いて補助系列を作成し、直近年次推計
値から前期比延長

付加法により推計された営業余剰・混合所得をコントロール・トータルと
し、別途決算書等から推計可能な制度部門別の営業余剰等を控除した残
差を「民間非金融法人」ならびに「個人その他企業」で分割。

雇用者報酬
（44.4%）

－
速報時点で推計可能な国民概念の雇用者報酬を、『国際収支統計』の所得収支
を用い国内概念に転換して活用

『国勢統計』、『毎月勤労統計』、『労働力統計』等を用いて推計

固定資本減耗
(22.5%)

－
直近年次推計における資本財別の実質固定資本減耗をウェイトに、当該四半期
デフレーターを作成し、これを確報値の名目固定資本減耗に乗じて、当該四半期
の名目固定資本減耗を算出

恒久棚卸法による期末資本ストック残高の推計を行い、社会資本も含め
て全て定率法を採用。計算に使用する償却率は『民間企業投資・除却調
査』等のデータから推計・設定

国税
(4.9%)

主に、『租税及び印紙収入、収入額調（月次）』で前年比延長

地方税
(3.5%)

主に、予算ベース（地方税及び地方譲与税収入見込額）で前年比延長

（控除）補助金
(0.7%)

－ 直近年次推計の前年同期値 年度決算書（財務省）、『補助金総覧』（日本電算企画）等を用いて推計

制度変更への対応 －
「予算書」等の政府公表資料から、事前に制度変更の概要や予算規模などが把
握できる場合は、検討の上、それらを反映した推計方法を用いる

年度決算書（財務省）等を用いて推計

年度決算書（財務省）等を用いて推計

営業余剰
(23.4%)

金融業産出額のQE推計値を補助系列として、直近年次推計値から前年比延長

混合所得
(1.8%)

生産・輸入品に課さ
れる税(8.4%)


★推計に用いる基礎統計 (年次推計との比較) (3)

		分配側GDPの速報推計に用いる基礎統計　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ブンパイ ガワ ソクホウ スイケイ モチ キソ トウケイ

		表章分類 ヒョウショウ ブンルイ		細目 サイモク		速報推計に利用する基礎統計・推計方法 ソクホウ スイケイ リヨウ キソ トウケイ スイケイ ホウホウ		年次推計に利用する基礎統計・推計方法 ネンジ スイケイ リヨウ キソ トウケイ スイケイ ホウホウ

		営業余剰
(23.4%) エイギョウヨジョウ		民間非金融法人
(16.3%) ミンカン ヒ キンユウ ホウジン		『法人企業統計（四半期）』を用いて、SNAの営業余剰概念に調整した系列を用いて、直近年次推計値から前年比延長 ネンジ スイケイ		付加法により推計された営業余剰・混合所得をコントロール・トータルとし、別途決算書等から推計可能な制度部門別の営業余剰等を控除した残差を「民間非金融法人」ならびに「個人その他企業」で分割。 ブンカツ

				公的非金融法人
(0.2%) コウテキ ヒ キンユウ ホウジン		直近年次推計の前年同期値 ネンジ スイケイ アタイ		各決算書を用いて推計 カク ケッサンショ モチ スイケイ

				民間金融
(1.8%) ミンカン キンユウ		金融業産出額のQE推計値を補助系列として、直近年次推計値から前年比延長 ネンジ スイケイ		付加価値法によって経済活動別に推計された金融機関合計から「公的金融機関」の営業余剰を控除 フカ カチ ホウ ケイザイ カツドウ ベツ スイケイ キンユウ キカン ゴウケイ コウテキ キンユウ キカン エイギョウ ヨジョウ コウジョ

				公的金融
(0.3%) コウテキ キンユウ				各決算書を用いて推計

				家計（持ち家）
(4.9%) カケイ モ イエ		持ち家帰属家賃のQE推計値を補助系列として、直近年次推計値から前期比延長 ネンジ スイケイ		産業別国内総生産推計から求められる「住宅賃貸業」のうち、持ち家分について付加法より推計 サンギョウ ベツ コクナイ ソウセイサン スイケイ モト ジュウタク チンタイギョウ モ イエ ブン フカ ホウ スイケイ

		混合所得
(1.8%) コンゴウ ショトク		農林水産
(0.2%)		直近年次推計の前年同期値 ネンジ スイケイ		各種基礎資料を用いて推計した混合所得額から在庫品評価調整、FISIM調整して算出 カクシュ キソ シリョウ モチ スイケイ コンゴウ ショトク ガク ザイコヒン ヒョウカ チョウセイ チョウセイ サンシュツ

				個人その他
(1.6%) コジン ホカ		「産業別自営業主数」（労働力統計）を用いて補助系列を作成し、直近年次推計値から前期比延長 サンギョウ ベツ ジエイギョウ ヌシ カズ ロウドウリョク トウケイ モチ ホジョ ケイレツ サクセイ ネンジ スイケイ キ		付加法により推計された営業余剰・混合所得をコントロール・トータルとし、別途決算書等から推計可能な制度部門別の営業余剰等を控除した残差を「民間非金融法人」ならびに「個人その他企業」で分割。 ブンカツ

		雇用者報酬
（44.4%） コヨウシャ ホウシュウ		－		速報時点で推計可能な国民概念の雇用者報酬を、『国際収支統計』の所得収支を用い国内概念に転換して活用 ソクホウ ジテン スイケイ カノウ コクミン		『国勢統計』、『毎月勤労統計』、『労働力統計』等を用いて推計 コクセイ トウケイ マイツキ キンロウ トウケイ ロウドウリョク トウケイ トウ モチ スイケイ

		固定資本減耗
(22.5%) コテイ シホン ゲンモウ		－		直近年次推計における資本財別の実質固定資本減耗をウェイトに、当該四半期デフレーターを作成し、これを確報値の名目固定資本減耗に乗じて、当該四半期の名目固定資本減耗を算出 チョッキン ネンジ スイケイ シホンザイ ベツ ジッシツ コテイ シホン ゲンモウ トウガイ シハンキ サクセイ カクホウ チ メイモク コテイ シホン ゲンモウ ジョウ トウガイ シハンキ メイモク コテイ シホン ゲンモウ サンシュツ		恒久棚卸法による期末資本ストック残高の推計を行い、社会資本も含めて全て定率法を採用。計算に使用する償却率は『民間企業投資・除却調査』等のデータから推計・設定 オコナ

		生産・輸入品に課される税(8.4%) セイサン ユニュウ ヒン カ ゼイ		国税
(4.9%) コクゼイ		主に、『租税及び印紙収入、収入額調（月次）』で前年比延長 オモ		年度決算書（財務省）等を用いて推計

				地方税
(3.5%) チホウゼイ		主に、予算ベース（地方税及び地方譲与税収入見込額）で前年比延長 オモ

		（控除）補助金
(0.7%)		－		直近年次推計の前年同期値 ネンジ スイケイ		年度決算書（財務省）、『補助金総覧』（日本電算企画）等を用いて推計 モチ スイケイ

		制度変更への対応		－		「予算書」等の政府公表資料から、事前に制度変更の概要や予算規模などが把握できる場合は、検討の上、それらを反映した推計方法を用いる		年度決算書（財務省）等を用いて推計







★推計に用いる基礎統計 (年次推計との比較) (2)

		分配側GDPの速報推計に用いる基礎統計　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ブンパイ ガワ ソクホウ スイケイ モチ キソ トウケイ

		表章分類 ヒョウショウ ブンルイ		細目 サイモク		速報推計に利用する基礎統計・推計方法 ソクホウ スイケイ リヨウ キソ トウケイ スイケイ ホウホウ		年次推計で用いる基礎統計・推計方法 ネンジ スイケイ モチ キソ トウケイ スイケイ ホウホウ

		営業余剰
(23.4%) エイギョウヨジョウ		民間非金融法人
(16.3%) ミンカン ヒ キンユウ ホウジン		『法人企業統計（四半期）』を用いて、SNAの営業余剰概念に調整した系列を用いて、直近確報値から前年比延長		『法人企業統計』を基礎資料として、四半期別・産業別に推計。SNAの営業余剰概念への調整ならびに国内概念への転換を実施 コクナイ ガイネン テンカン ジッシ

				公的非金融法人
(0.2%) コウテキ ヒ キンユウ ホウジン		直近確報の前年同期値		各決算書を用いて推計 カク ケッサンショ モチ スイケイ

				民間金融
(1.8%) ミンカン キンユウ		金融業産出額のQE推計値を補助系列として、直近確報値から前年比延長		付加価値法によって経済活動別に推計された金融機関合計から「公的金融機関」の営業余剰を控除 フカ カチ ホウ ケイザイ カツドウ ベツ スイケイ キンユウ キカン ゴウケイ コウテキ キンユウ キカン エイギョウ ヨジョウ コウジョ

				公的金融
(0.3%) コウテキ キンユウ				各決算書を用いて推計

				家計（持ち家）
(4.9%) カケイ モ イエ		持ち家帰属家賃のQE推計値を補助系列として、直近確報値から前期比延長		産業別国内総生産推計から求められる「住宅賃貸業」のうち、持ち家分の産出額・中間投入額から持ち家分の付加価値額を求め、固定資本減耗、生産・輸入品に課される税を控除して算出 サンギョウ ベツ コクナイ ソウセイサン スイケイ モト ジュウタク チンタイギョウ モ イエ ブン サンシュツガク チュウカン トウニュウ ガク モ イエ ブン フカ カチ ガク モト コテイ シホン ゲンモウ セイサン ユニュウ ヒン カ ゼイ コウジョ サンシュツ

		混合所得
(1.8%) コンゴウ ショトク		農林水産
(0.2%)		直近確報の前年同期値		『農林業センサス』、『農業構造動態調査』、『生産林業所得統計』、『漁業センサス』、『漁業経営調査』等を用いて推計した混合所得額から在庫品評価調整、FISIM調整して算出 ノウリンギョウ トウ モチ スイケイ コンゴウ ショトク ガク ザイコヒン ヒョウカ チョウセイ チョウセイ サンシュツ

				個人その他
(1.6%) コジン ホカ		「産業別自営業主数」（労働力調査）を用いて補助系列を作成し、直近確報値から前期比延長 サンギョウ ベツ ジエイギョウ ヌシ カズ ロウドウリョク チョウサ モチ ホジョ ケイレツ サクセイ キ		『国勢統計』、『労働力統計』から求めた産業別自営業主数に、『個人企業経済調査』等から求めた産業別１自営業主当り営業利益を乗じる等により四半期別、産業別に推計 ジエイ ジエイ

		雇用者報酬
（44.4%） コヨウシャ ホウシュウ		－		QEにおける国民概念の雇用者報酬を、『国際収支統計』の所得収支を用い国内概念に転換して活用。		『国勢統計』、『毎月勤労統計』、『労働力統計』、『法人企業統計』、『国際収支統計』等を用いて推計。 コクセイ トウケイ マイツキ キンロウ トウケイ ロウドウリョク トウケイ ホウジン キギョウ トウケイ コクサイ シュウシ トウケイ トウ モチ スイケイ

		固定資本減耗
(22.5%) コテイ シホン ゲンモウ		－		直近暦年の確報値における資本財別の実質固定資本減耗をウェイトに、当該四半期デフレーターを作成し、これを確報値の名目固定資本減耗に乗じて、当該四半期の名目固定資本減耗を算出 チョッキン レキネン カクホウ チ シホンザイ ベツ ジッシツ コテイ シホン ゲンモウ トウガイ シハンキ サクセイ カクホウ チ メイモク コテイ シホン ゲンモウ ジョウ トウガイ シハンキ メイモク コテイ シホン ゲンモウ サンシュツ		恒久棚卸法による期末資本ストック残高の推計と同時に、資本財×制度部門（及び経済活動）のマトリックスとして計算。社会資本も含めて全て定率法を採用し、計算に使用する償却率は『民間企業投資・除却調査』等のデータから推計・設定。

		生産・輸入品に課される税(8.4%) セイサン ユニュウ ヒン カ ゼイ		国税
(4.9%) コクゼイ		主に、租税及び印紙収入、収入額調（月次）で前年比延長。 オモ		年度決算書（財務省）等を用いて推計

				地方税
(3.5%) チホウゼイ		主に、予算ベース（地方税及び地方譲与税収入見込額）で前年比延長。 オモ

		（控除）補助金
(0.7%)		－		直近確報の前年同期値		年度決算書（財務省）、『補助金総覧』（日本電算企画）等を用いて推計 モチ スイケイ

		制度変更への対応		－		「予算書」等の政府公表資料から、事前に制度変更の概要や予算規模などが把握できる場合は、検討の上、それらを反映した推計方法を用いる		年度決算書（財務省）等を用いて推計







★推計に用いる基礎統計 (年次推計との比較)

						分配側GDPの速報推計に用いる基礎統計　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ブンパイ ガワ ソクホウ スイケイ モチ キソ トウケイ



						表章分類 ヒョウショウ ブンルイ		細目 サイモク		速報推計に利用する基礎統計・推計方法 ソクホウ スイケイ リヨウ キソ トウケイ スイケイ ホウホウ		年次推計で用いる基礎統計、速報推計との違い ネンジ スイケイ モチ キソ トウケイ ソクホウ スイケイ チガ

						営業余剰 エイギョウヨジョウ		民間非金融法人 ミンカン ヒ キンユウ ホウジン		法人企業統計（四半期）の非金融法人分の営業利益を用い、SNAの営業余剰概念に調整（FISIMの控除等）した系列を用いて、直近確報値から前年比延長		企業会計ベースの『法人企業統計』の営業利益を基礎資料として、四半期別・産業別に推計。SNAの営業余剰概念への調整（FISIMの控除等）ならびに、国内概念への転換を実施 コクナイ ガイネン テンカン ジッシ

								公的非金融法人 コウテキ ヒ キンユウ ホウジン		直近確報の前年同期値		各決算書を用いて推計 カク ケッサンショ モチ スイケイ

								民間金融 ミンカン キンユウ		金融業産出額のQE推計値を補助系列として、直近確報値から前年比延長		付加価値法によって経済活動別に推計された金融機関合計から「公的金融機関」の営業余剰を控除 フカ カチ ホウ ケイザイ カツドウ ベツ スイケイ キンユウ キカン ゴウケイ コウテキ キンユウ キカン エイギョウ ヨジョウ コウジョ

								公的金融 コウテキ キンユウ				各決算書を用いて推計

								家計（持ち家） カケイ モ イエ		持ち家帰属家賃のQE推計値を補助系列として、直近確報値から前期比延長		産業別国内総生産推計から求められる「住宅賃貸業」のうち、持ち家分の産出額・中間投入額から持ち家分の付加価値額を求め、固定資本減耗、生産・輸入品に課される税を控除して算出 サンギョウ ベツ コクナイ ソウセイサン スイケイ モト ジュウタク チンタイギョウ モ イエ ブン サンシュツガク チュウカン トウニュウ ガク モ イエ ブン フカ カチ ガク モト コテイ シホン ゲンモウ セイサン ユニュウ ヒン カ ゼイ コウジョ サンシュツ

						混合所得 コンゴウ ショトク		農林水産		直近確報の前年同期値		『農林業センサス』、『農業構造動態調査』、『生産林業所得統計』、『漁業センサス』、『漁業経営調査』等を用いて推計した混合所得額から在庫品評価調整、FISIM調整を一括して行い算出 ノウリンギョウ トウ モチ スイケイ コンゴウ ショトク ガク ザイコヒン ヒョウカ チョウセイ チョウセイ イッカツ オコナ サンシュツ

								個人その他		「産業別自営業主数」（労働力調査）を補助系列として、直近確報値から前年比延長 サンギョウ ベツ ジエイギョウ ヌシ カズ ロウドウリョク チョウサ ホジョ ケイレツ		『国勢統計』、『労働力統計』から求めた産業別業主数に、『個人企業経済調査』等から求めた産業別１業主当り営業利益を乗じる等により四半期別、産業別に推計

						固定資本減耗 コテイ シホン ゲンモウ		－		直近暦年の確報値における資本財別の実質固定資本減耗をウェイトに、当該四半期デフレーターを作成し、これを確報値の名目固定資本減耗に乗じて、当該四半期の名目固定資本減耗を算出 チョッキン レキネン カクホウ チ シホンザイ ベツ ジッシツ コテイ シホン ゲンモウ トウガイ シハンキ サクセイ カクホウ チ メイモク コテイ シホン ゲンモウ ジョウ トウガイ シハンキ メイモク コテイ シホン ゲンモウ サンシュツ		恒久棚卸法による期末資本ストック残高の推計と同時に、資本財×制度部門（及び経済活動）のマトリックスとして計算。社会資本も含めて全て定率法を採用し、計算に使用する償却率は『民間企業投資・除却調査』等のデータから推計・設定。

						生産・輸入品に課される税 セイサン ユニュウ ヒン カ ゼイ		国税 コクゼイ		租税及び印紙収入、収入額調（月次）で前年比延長。消費税、関税、たばこ税、酒税、揮発油税は、前年値を補助系列（それぞれ非課税品目除く消費、貿易指数、たばこ税率×販売本数、鉱工業指数、鉱工業指数）で延長		年度決算書（財務省）等を用いて推計

								地方税 チホウゼイ		予算ベース（地方税及び地方譲与税収入見込額）で前年比延長。地方消費税、たばこ税、軽油引取税は、前年値を補助系列（それぞれ非課税品目除く消費、たばこ税率×販売本数、鉱工業指数）で延長

						（控除）補助金		－		直近確報の前年同期値		年度決算書（財務省）、『補助金総覧』（日本電算企画）等を用いて推計 モチ スイケイ

						制度変更への対応		－		「予算書」等の政府公表資料から、事前に制度変更の概要や予算規模などが把握できる場合は、検討の上、それらを反映した推計方法を用いる（例：消費税や酒税、たばこ税などの税率変更の反映）		年度決算書（財務省）等を用いて推計







メイン（検討中・未実装）

						現在検討中・未実装部分（シャドー） ゲンザイ ケントウチュウ ミジッソウ ブブン

						分配GDP ブンパイ

						表章分類 ヒョウショウ ブンルイ		細目 サイモク		延長推計方法 エンチョウ スイケイ ホウホウ

						営業余剰 エイギョウ ヨジョウ		民間非金融法人 ミンカン ヒ キンユウ ホウジン		法人企業統計（四半期）の非金融法人分の営業利益を用い、SNAの営業余剰概念に調整（FISIMの控除、在庫品評価調整等）を行ったもので、直近確報値（2012Q1）から前期比延長 ホウジン キギョウ トウケイ シハンキ ヒ キンユウ ホウジン ブン エイギョウ リエキ モチ エイギョウ ヨジョウ ガイネン チョウセイ コウジョ ザイコヒン ヒョウカ チョウセイ ナド オコナ チョッキン カクホウ チ ゼンキ ヒ エンチョウ

								公的非金融法人 コウテキ ヒ キンユウ ホウジン		前年値を横置き ゼンネン チ ヨコオ

								民間金融 ミンカン キンユウ		ＱＥ金融産出額を補助系列として前年比延長 キンユウ サンシュツガク ホジョ ケイレツ ゼンネン ヒ エンチョウ

								公的金融 コウテキ キンユウ		ＱＥ金融産出額を補助系列として前年比延長 キンユウ サンシュツガク ホジョ ケイレツ ゼンネン ヒ エンチョウ

								家計（持ち家） カケイ モ イエ		ＱＥの持ち家帰属家賃の動きで、直近確報値から前期比延長 モ イエ キゾク ヤチン ウゴ チョッキン カクホウ チ ゼンキ ヒ エンチョウ

						混合所得 コンゴウ ショトク		農林水産 ノウリン スイサン		前年値を横置き ゼンネン チ ヨコオ

								個人その他 コジン タ		個人企業経済調査の一企業当たり営業利益×企業数をベースに、SNA概念への調整を行ったもので、直近確報値から前期比延長 コジン キギョウ ケイザイ チョウサ イチ キギョウ ア エイギョウ リエキ キギョウスウ ガイネン チョウセイ オコナ チョッキン カクホウ チ ゼンキ ヒ エンチョウ

						固定資本減耗 コテイ シホン ゲンモウ				前年値横置き ゼンネン チ ヨコオ

						雇用者報酬 コヨウシャ ホウシュウ				QEにおける国民概念の雇用者報酬を、国際収支統計の所得収支を用い国内概念に転換して活用。 コクミン ガイネン コヨウシャ ホウシュウ コクサイ シュウシ トウケイ ショトク シュウシ モチ コクナイ ガイネン テンカン カツヨウ

						生産・輸入品に課される税 セイサン ユニュウ ヒン カ ゼイ		国税 コクゼイ		租税及び印紙収入、収入額調（月次）で前年比延長。発生主義の消費税・たばこ税の場合のみ、前年値を補助系列（帰属家賃除く消費、たばこ税率×販売本数）で延長 ソゼイ オヨ インシ シュウニュウ シュウニュウ ガク シラ ゲツジ ゼンネン ヒ エンチョウ ハッセイ シュギ ショウヒゼイ ゼイ バアイ ゼンネン チ ホジョ ケイレツ キゾク ヤチン ノゾ ショウヒ ゼイリツ ハンバイ ホンスウ エンチョウ

								地方税 チホウゼイ		予算ベース（地方税及び地方譲与税収入見込額）で前年比延長。発生主義の地方消費税・たばこ税の場合のみ上記消費税と同じ ヨサン チホウゼイ オヨ チホウ ジョウヨ ゼイ シュウニュウ ミコ ガク ゼンネン ヒ エンチョウ ハッセイ シュギ チホウ ショウヒゼイ バアイ ジョウキ ショウヒゼイ オナ

						（控除）補助金 コウジョ ホジョキン				前年値横置き ゼンネン チ ヨコオ



						家計可処分所得、家計貯蓄 カケイ カショブン ショトク カケイ チョチク

						表章分類 ヒョウショウ ブンルイ		細目 サイモク		23年度（兆円） ネンド チョウエン		対可処分所得（％） タイ カショブン ショトク		延長推計方法 エンチョウ スイケイ ホウホウ

						財産所得 ザイサン ショトク		利子受取 リシ ウケトリ		7.2		2.5		QEのFISIM推計方法をもとに、資金循環統計（残高）や利子率データ（日銀）で、直近確報値を前期比延長 スイケイ ホウホウ シキン ジュンカン トウケイ ザンダカ リシ リツ ニチギン チョッキン カクホウ チ ゼンキ ヒ エンチョウ

								利子支払 リシ シハライ		-2.2		-0.8

								配当 ハイトウ		4.4		1.5		再検討（現在案なし） サイ ケントウ ゲンザイ アン

								保険契約者帰属財産所得 ホケン ケイヤク シャ キゾク ザイサン ショトク		8.9		3.1		前年値横置き ゼンネン チ ヨコオ

								賃貸料受取 チンタイリョウ ウケトリ		3.3		1.1		前年横置き ゼンネン ヨコオ

								賃貸料支払 チンタイリョウ シハライ		-0.3		-0.1

						所得・富等に課される経常税 ショトク トミ ナド カ ケイジョウ ゼイ		国税 コクゼイ		-24.9		-8.7		租税及び印紙収入、収入額調（月次）で税目ごとに前年比延長 ソゼイ オヨ インシ シュウニュウ シュウニュウ ガク シラ ゲツジ ゼイモク ゼンネン ヒ エンチョウ

								地方税 チホウゼイ						予算で税目ごとに前年比延長 ヨサン ゼイモク ゼンネンヒ エンチョウ

						社会負担 シャカイ フタン		雇主の強制的現実社会負担 ヤトイヌシ キョウセイテキ ゲンジツ シャカイ フタン		-25.7		-9.0		QE値 チ

								雇主の自発的社会負担 ヤトイヌシ ジハツテキ シャカイ フタン		-3.9		-1.4		QE値 チ

								雇用者の強制的社会負担 コヨウシャ キョウセイテキ シャカイ フタン		-30.4		-10.6		QE値で延長推計（雇主負担と同じ動きと仮定） チ エンチョウ スイケイ ヤトイヌシ フタン オナ ウゴ カテイ

								雇用者の自発的社会負担 コヨウシャ ジハツテキ シャカイ フタン		-0.8		-0.3		QE値で延長推計（雇主負担と同じ動きと仮定） チ エンチョウ スイケイ ヤトイヌシ フタン オナ ウゴ カテイ

								帰属社会負担 キゾク シャカイ フタン		-9.2		-3.2		QE値 チ

						その他の経常移転 タ ケイジョウ イテン		非生命保険金 ヒ セイメイ ホケン キン		3.3		1.2		前年値横置き ゼンネン チ ヨコオ

								非生命純保険料 ヒ セイメイ ジュン ホケンリョウ		-3.3		-1.2		前年値横置き ゼンネン チ ヨコオ

								他に分類されない受取 タ ブンルイ ウケトリ		12.6		4.4		家計消費状況調査の贈与金、仕送り金の合計を補助系列として延長 カケイ ショウヒ ジョウキョウ チョウサ ゾウヨ キン シオク キン ゴウケイ ホジョ ケイレツ エンチョウ

								他に分類されない支払 タ ブンルイ シハライ		-15.6		-5.4		家計消費状況調査の贈与金、仕送り金の合計を補助系列として延長 カケイ ショウヒ ジョウキョウ チョウサ ゾウヨ キン シオク キン ゴウケイ ホジョ ケイレツ エンチョウ

						現物社会移転以外の
社会給付 ゲンブツ シャカイ イテン イガイ シャカイ キュウフ		現金による社会保障給付 ゲンキン シャカイ ホショウ キュウフ		55.4		19.4		年金特別会計基礎年金・国民年金・厚生年金勘定/保険給付費の予算書の年度伸び率で前年値を延長。 ネン キン トクベツ カイケイ キソ ネンキン コクミン ネンキン コウセイ ネンキン カンジョウ ホケン キュウフ ヒ ヨサンショ ネン ド ノ リツ ゼンネン チ エンチョウ

								年金基金による社会給付 ネン キン キキン シャカイ キュウフ		6.8		2.4		前年値横置き ゼンネン チ ヨコオ

								無基金雇用者社会給付 ム キキン コヨウシャ シャカイ キュウフ		9.2		3.2		QE値 チ

								社会扶助給付 シャカイ フジョ キュウフ		10.0		3.5		生活保護受給者数で前年比延長 セイカツ ホゴ ジュキュウシャ スウ ゼンネンヒ エンチョウ



						年金基金年金準備金の変動 ネン キン キキン ネンキン ジュンビキン ヘンドウ				-2.0		-0.7		「自発的社会負担－年金基金」と分割し、社会負担部分をQE値で前期比延長。年金部分は横置き。 ジハツテキ シャカイ フタン ネンキン キキン ブンカツ シャカイ フタン ブブン アタイ ゼンキヒ エンチョウ ネンキン ブブン ヨコオ

														未実装or再検討（試算段階、あくまで9月11日段階での今後の方針） ミジッソウ サイケントウ シサン ダンカイ ガツ ニチ ダンカイ コンゴ ホウシン

										286.3781





★推計に用いる基礎統計

						家計可処分所得・家計貯蓄率の速報推計に用いる基礎統計　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 カケイ カショブン ショトク カケイ チョチク リツ ソクホウ スイケイ モチ キソ トウケイ



						表章分類 ヒョウショウ ブンルイ		細目 サイモク		推計に利用する基礎統計 スイケイ リヨウ キソ トウケイ

						雇用者報酬
（※QEで公表済） コヨウシャ ホウシュウ コウヒョウ ズ		賃金・俸給 チンギン ホウキュウ		一般産業（公務除く）：「毎月勤労統計」（厚生労働省）の現金給与総額×「労働力調査」（総務省）雇用者数、を補助系列として延長推計
公務部門：給与法の改正による月給等の改定を踏まえ延長推計 イッパン サンギョウ コウム ノゾ マイツキ キンロウ トウケイ コウセイ ロウドウショウ ゲンキン キュウヨ ソウガク ロウドウリョク チョウサ ソウムショウ コヨウシャ スウ ホジョ ケイレツ エンチョウ スイケイ コウム ブモン キュウヨ ホウ カイセイ ゲッキュウ トウ カイテイ フ エンチョウ スイケイ

								雇主の
現実社会負担 ヤトイヌシ ゲンジツ シャカイ フタン		「毎月勤労統計」（厚生労働省）現金給与総額×「労働力調査」（総務省）雇用者数×各保険の保険料率、を補助系列として延長推計 マイツキ キンロウ トウケイ コウセイ ロウドウショウ ゲンキン キュウヨ ソウガク ロウドウリョク チョウサ ソウムショウ コヨウシャ スウ カクホケン ホケンリョウ リツ ホジョ ケイレツ エンチョウ スイケイ

								雇主の
帰属社会負担 ヤトイヌシ キゾク シャカイ フタン		前年値を横置き ゼンネン アタイ ヨコオ

						営業余剰
・混合所得 エイギョウ ヨジョウ コンゴウ ショトク		家計（持ち家） カケイ モ イエ		QE支出側推計値の「持ち家帰属家賃」、を補助系列として延長推計 シシュツ ガワ スイケイチ モ イエ キゾク ヤチン ホジョ ケイレツ エンチョウ スイケイ

								農林水産 ノウリン スイサン		前年値を横置き ゼンネン チ ヨコオ

								個人その他 コジン タ		「個人企業経済調査」（総務省）の一企業当たり営業利益×「労働力調査」、を補助系列として延長推計 コジン キギョウ ケイザイ チョウサ ソウムショウ イチ キギョウ ア エイギョウ リエキ ロウドウリョク チョウサ ホジョ ケイレツ エンチョウ スイケイ

						財産所得 ザイサン ショトク		利子受取 リシ ウケトリ		QE推計過程で得られるFISIM推計関連データ（利子率、残高）、を補助系列として延長推計 スイケイ カテイ エ リシ リツ ザンダカ ホジョ ケイレツ エンチョウ スイケイ

								利子支払 リシ シハライ		消費者負債利子は前年値を横置き。その他の利子のうち、農林水産業は前年値を横置き。その他の産業（非農林水産・非金融）は直近年次推計の1－3月期値を横置き。持ち家は最終1-3月期から4四半期のトレンド推計 ゼンネン チ ヨコオ タ リシ サンギョウ ゼンネン チ ヨコオ チョッキン ネンジ スイケイ ツキ キ アタイ ヨコオ サイシュウ ガツ キ シハンキ スイケイ

								配当 ハイトウ		前年値を横置き ゼンネン チ ヨコオ

								保険契約者に帰属する投資所得 ホケン ケイヤク シャ キゾク トウシ ショトク		前年値を横置き ゼンネン チ ヨコオ

								年金受給権に係る投資所得		前年値を横置き ゼンネン チ ヨコオ

								投資信託業者に帰属する投資所得		最終1-3月期から4四半期のトレンド推計

								賃貸料受取 チンタイリョウ ウケトリ		最終1-3月期から12四半期のトレンド推計 サイシュウ ガツキ シハンキ スイケイ

								賃貸料支払 チンタイリョウ シハライ

						所得・富等に課される経常税 ショトク トミ ナド カ ケイジョウ ゼイ		国税 コクゼイ		「租税及び印紙収入、収入額調（月次）」（財務省）の所得税収等の伸び率、を補助系列として延長推計 ソゼイ オヨ インシ シュウニュウ シュウニュウ ガク シラ ゲツジ ザイムショウ ショトク ゼイシュウ トウ ノ リツ ホジョ ケイレツ エンチョウ スイケイ

								地方税 チホウゼイ		「地方財政計画」の地方税及び地方譲与税収入見込額の伸び率、を補助系列として延長推計 チホウ ザイセイ ケイカク チホウゼイ オヨ チホウ ジョウヨ ゼイ シュウニュウ ミコミ ガク ノ リツ ホジョ ケイレツ エンチョウ スイケイ

						純社会負担 ジュン シャカイ フタン		雇主の
現実社会負担 ヤトイヌシ ゲンジツ シャカイ フタン		雇用者報酬の内数である「雇主の現実社会負担」と同値　※QE推計過程で得られる値 コヨウシャ ホウシュウ ウチスウ ヤトイヌシ ゲンジツ シャカイ フタン ドウチ スイケイ カテイ エ アタイ

								雇主の
帰属社会負担 ヤトイヌシ キゾク シャカイ フタン		雇用者報酬の内数である「雇主の帰属社会負担」と同値　※QE推計過程で得られる値 コヨウシャ ホウシュウ ウチスウ ヤトイヌシ キゾク シャカイ フタン ドウチ スイケイ カテイ エ アタイ

								家計の
現実社会負担 カケイ ゲンジツ シャカイ フタン		雇主の現実社会負担から退職一時金（発生主義）（※）を控除した値、を補助系列として延長
※退職一時金（発生主義）は、「毎月勤労統計」（厚生労働省）の一般労働者数×離職率、を補助系列として延長推計。QE推計過程で得られる値。 ヤトイヌシ ゲンジツ シャカイ フタン タイショク イチジ キン ハッセイ シュギ コウジョ アタイ ホジョ ケイレツ エンチョウ タイショク イチジキン ハッセイ シュギ マイツキ キンロウ トウケイ コウセイ ロウドウショウ イッパン ロウドウシャ スウ リショクリツ ホジョ ケイレツ エンチョウ スイケイ スイケイ カテイ エ アタイ

								家計の
追加社会負担 カケイ ツイカ シャカイ フタン		前年値を横置き（財産所得の内数である年金受給権に係る投資所得と同値） ゼンネン アタイ ヨコオ ザイサン ショトク ウチスウ ネンキン ジュキュウケン カカ トウシ ショトク ドウ チ

								（控除）年金制度の手数料 コウジョ ネンキン セイド テスウリョウ		QEの推計過程で得られる年金基金の産出額で延長推計 スイケイ カテイ エ ネンキン キキン サンシュツ ガク エンチョウ スイケイ

						その他の経常移転 タ ケイジョウ イテン		非生命保険金 ヒ セイメイ ホケン キン		最終1-3月期から20四半期のトレンド推計 サイシュウ ガツキ シハンキ スイケイ

								非生命純保険料 ヒ セイメイ ジュン ホケンリョウ

								他に分類されない受取 タ ブンルイ ウケトリ		「家計消費状況調査」（総務省）の贈与・仕送金等、「国際収支統計」（財務省・日銀）を用いて延長推計 カケイ ショウヒ ジョウキョウ チョウサ ソウムショウ ゾウヨ シオク キン トウ コクサイ シュウシ トウケイ ザイムショウ ニチギン モチ エンチョウ スイケイ

								他に分類されない支払 タ ブンルイ シハライ		「家計消費状況調査」（総務省）の贈与・仕送金等、「国際収支統計」（財務省・日銀）を用いて延長推計 ソウムショウ トウ ザイムショウ ニチギン スイケイ

						現物社会移転以外の社会給付 ゲンブツ シャカイ イテン イガイ シャカイ キュウフ		現金による
社会保障給付 ゲンキン シャカイ ホショウ キュウフ		厚生年金給付額及び国民年金給付額について、「厚生年金保険・国民年金事業状況（事業月報）」の年金総額（裁定額）により延長推計。国共済は「予算書（厚生年金給付費）」の給付額の伸び率で延長推計。地方共済、私学共済は前年値を横置き。失業給付費については、「雇用保険事業月報」の支給状況、「雇用調整助成金当支給決定状況」（厚生労働省）を用いて延長推計。労災については、「予算書（労災勘定）」により延長推計。児童手当等、その他については横置き。 キュウフ ガク キュウフ ガク ジギョウ ゲッポウ ネンキン ソウガク サイテイ ガク スイケイ クニ キョウサイ ヨサンショ キュウフガク ノ リツ エンチョウ スイケイ チホウ キョウサイ シガク キョウサイ ゼンネン アタイ ヨコオ シツギョウ キュウフ ヒ コヨウ ホケン ジギョウ ゲッポウ シキュウ ジョウキョウ コウセイ ロウドウショウ モチ エンチョウ スイケイ ロウサイ ヨサンショ ロウサイ カンジョウ エンチョウ スイケイ ジドウ テアテ トウ ホカ ヨコオ

								その他の社会保険年金給付 タ シャカイ ホケン ネンキン キュウフ		年次推計の「年金基金による社会給付（退職一時金（発生主義分）除く）」の前年値に退職一時金（発生主義）（※）を加算
※退職一時金（発生主義）は、「毎月勤労統計」の一般労働者数×離職率、を補助系列として延長推計。QE推計過程で得られる値。 ネンジ スイケイ ネンキン キキン シャカイ キュウフ ノゾ ゼンネン アタイ ドウチ カサン

								その他の社会保険非年金給付 タ シャカイ ホケン ヒ ネンキン キュウフ		前年値横置き（雇用者報酬の内数である「雇主の帰属非年金負担」と同値　※QE推計過程で得られる値） ゼンネン アタイ ヨコオ ヤトイ ヌシ キゾク ヒ ネンキン フタン ドウ チ スイケイ カテイ エ アタイ

								社会扶助給付 シャカイ フジョ キュウフ		「被保護者調査」（厚生労働省）の生活保護受給者数で延長推計（制度変更対応があれば対応予定） セイカツ ホゴ ジュキュウシャ スウ エンチョウ スイケイ セイド ヘンコウ タイオウ タイオウ ヨテイ



						年金受給権の
変動調整 ネンキン ジュキュウケン ヘンドウ チョウセイ				上記の推計得られる値を用いて推計 ジョウキ スイケイ エ アタイ モチ スイケイ









詳細

						営業余剰・混合所得の詳細情報 エイギョウヨジョウ コンゴウ ショトク ショウサイ ジョウホウ

						詳細 ショウサイ

						表章分類 ヒョウショウ ブンルイ		細目 サイモク		延長推計方法 エンチョウ スイケイ ホウホウ

						営業余剰
民間非金融 エイギョウ ヨジョウ ミンカン ヒ キンユウ		A,B,C
　A：資本金10億円以上法人
　B：資本金1～10億円以上法人
　C：資本金1000万～1億円以上法人 シホンキン オク エン イジョウ ホウジン マン		法人企業統計季報 ホウジン キギョウ トウケイ キホウ

								D：資本金1000万未満法人の比率 シホンキン マン ミマン ホウジン ヒリツ		前年値横置き ゼンネン チ ヨコオ

								E：経常補助金 ケイジョウ ホジョキン		前年値横置き ゼンネン チ ヨコオ

								F：国内ベースへの調整額 コクナイ チョウセイ ガク		前年値横置き ゼンネン チ ヨコオ

								α：営業余剰復元率

								　　　①支払土地粗賃貸料		前年値横置き ゼンネン チ ヨコオ

								　　　②支払損害保険純保険料		前年値横置き ゼンネン チ ヨコオ

								　　　③支払寄付金		前年値横置き ゼンネン チ ヨコオ

								　　　④支払特許権等使用料		前年値横置き ゼンネン チ ヨコオ

								　　　⑤退職給与引当金		前年値横置き ゼンネン チ ヨコオ

								　　　⑥FISIM（控除項目）		前年値横置き ゼンネン チ ヨコオ

								G：在庫品評価調整額 ザイコヒン ヒョウカ チョウセイ ガク		前年値横置き ゼンネン チ ヨコオ

						混合所得
個人その他企業 コンゴウ ショトク コジン タ キギョウ		1企業あたり営業利益 キギョウ エイギョウ リエキ		個人企業経済調査 コジン キギョウ ケイザイ チョウサ

								企業数 キギョウスウ		前年値横置き ゼンネン チ ヨコオ

								減価償却 ゲンカ ショウキャク		前年値横置き ゼンネン チ ヨコオ

								営業余剰復元率 エイギョウ ヨジョウ フクゲン リツ		前年値横置き ゼンネン チ ヨコオ

								その他パラメータ ホカ		前年値横置き ゼンネン チ ヨコオ



						注：民間非金融営業余剰＝｛（A+B+C）×（1+D）+E+F ｝×（1+α）－G チュウ ミンカン ヒ キンユウ エイギョウヨジョウ

								α＝a / b

								aは①～⑥の合計

								b＝（A+B+C）×（1+D）+E+F ｝



						　　混合所得＝｛1企業あたり営業利益×（1＋兼業加算率）×企業数－減価償却費｝×（1＋営業余剰復元率）－在庫品評価調整額－有給家族従業者給与





























個人その他産業
民間非金融法人
個人持ち家 個人持ち家
個人農林水産 個人農林水産
公的金融機関 公的金融機関
民間金融機関 民間金融機関
公的非金融法人 公的非金融法人

QNA年次推計

付加価値法に
より推計

統計調査や決算書などか
ら制度部門別に推計

一国合計額と制度部門別推計合
計額との差額を個人その他産
業、民間非金融法人で配分調整

年次推計値をもと
に補助系列を用い
て延長推計

経
済
活
動
別
国
内
営

業
余
剰
・
混
合
所
得

　　このギャップを
　　　　配分調整

個人その他産業

民間非金融法人

個人その他産業

民間非金融法人
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４．年次推計とQNAの推計手法の違い（営業余剰・混合所得）

・年次推計では、付加価値法により推計された営業余剰・混合所得をコントロール・トータル
とし、別途決算書等から推計可能な制度部門別の営業余剰等を控除した残差を「民間非
金融法人」ならびに「個人その他企業」に配分調整する。

・QNAでは、年次推計の値を延長推計しており、推計概念が異なる。
⇒こうした課題については、三面等価研究会にて検討。

＜年次・QNAの推計イメージ＞
残差を「個人その他産
業」、「民間非金融法人」

で分割

配分調整した年次推計
値をもとに延長推計を
行うため、推計精度が

課題。

※金融機関の民間・公的分割の課題
については次頁を参照



QNA年次推計

付加価値法に
より推計

金融保険業全体の営業余剰から
公的金融機関分を控除

年次推計値をもとに補助
系列を用いて延長推計

金
融
保
険
業
の
営
業

余
剰
・
混
合
所
得

公的金融機関の営業余剰

残差 民間金融機関の営業余剰

公的金融機関の営業余剰

公的金融機関について
は、決算書などから推計

民間金融機関の営業余剰
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５．年次推計とQNAの推計手法の違い（金融機関の営業余剰・混合所得）

＜年次・QNAの推計イメージ＞

・年次推計では、付加価値法により推計された金融・保険業全体の営業余剰・混合所得をコ
ントロール・トータルとし、決算書により求められる「公的金融機関」の営業余剰を控除する
ことで算出される。

・QNAでは、年次推計の値を延長推計しており、推計概念が異なる。

残差で求めた年次推計
値をもとに延長推計を
行うため、推計精度が

課題。
残差を民間金融機関
分の営業余剰とする
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６．年次推計とQNAの推計手法の違い（生輸税）

（備考）・2014年度～2015年度については、「2016年度年次推計」と「2018年1-3月期時点の補助系列」を用いて、過去に遡って速報値を試算し、2016年度年次推計との
改定状況を分析。
例：2014年度試算値は、「2016年度年次推計」の2013年度計数を起点として、「2018年1-3月期時点の補助系列」を用いて算出。

・2016年度～2017年度は、23年基準で各四半期時点の速報推計を行い、 2016年度年次推計及び2017年度年次推計と比較。
・データは名目・原系列の値。

〇「生産・輸入品に課される税」推計における地方税推計
・速報推計時点においては、適当な基礎統計がないため、予算ベースの情報から延長速報
推計を行っており、推計精度が低い。

・地方税の中で、一旦、国庫に納付された後で地方自治体に分配される税については、速報
推計時点で年次推計と整合的な発生主義化を行うのが困難であり、特に税制変更時など
において年次推計値との改定幅が大きくなる傾向がある。
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